
（様式2）

市民が安心して暮らせる環境づくり 救急・救助体制の充実 救急体制の充実4 2 1

部署名

事業実施の手段・手順

(      )

項 1

1

常備消防費

予算種別

No

県 支 出 金

地 方 債

施策体系

事業の内容（対象・目的・意図）

予算費目
款 9 消防費

常備消防業務細　目

1

有 効 性

予算現額（千円） 決算額（円）

支
出
内
訳

1

1,639,140

需用費

委託料

190

1,916

平成２２年度　事務事業評価シート

課 題

必 要 性

事務事業の評価

人工数（人役） 人件費（円）

87 31,790

3 CHECK

役務費

914

消防本部

4 ACTION

2 DO

合　　　計

(      )

(      )

81,090

歳出

4 3,000

658,660旅費 721

負担金補助及び交付金 864,600

事業名 救急救命士教育・養成事業

改 善 策

(      )

1,639,140

そ の 他

成 果 指 標 の 達 成 度

（
割
合

）

財
源
内
訳

消防費 目

会計種別

自治事務 （　消防組織法　）

中項目（施策） 小項目（基本事業）

常備消防業務 一般会計

大項目（政策）

細々目

経常

救急患者の増加等により、市民からの救
命率向上を求められ、救急救命士の資格
取得が求められるとともに、高度化する
救急現場における除細動、気管挿管、薬
剤投与の実施が必要である。

市民の生命・身体の安全確保 ・救急救命士養成所
・救急救命士気管挿管実習（病院実
習）
・薬剤投与追加講習及び実習（救急救
命九州研修所・広島市消防局病院実
習）
・救急救命士就業前研修（病院）
・救急救命士再教育（病院）

継続

1 PLAN

11

事務区分　(根拠法令)

1,639,140

予算現額（千円） 決算額（円）

国 庫 支 出 金

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

実績値B（単位）

成果指標
の到達度
（B/A）

成果指標

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

1,916

一 般 財 源

合　　　計

1,916

１８（人）２１（人）

活動指標

救急救命士資格取得者数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位）

救急救命士資格取得者数

％

85.7

１８（人）

B　概ね目標を達成してい
る

人 件 費 概 算

(100%)

A　有効性が高いA　必要性が高い

6,280,000

２１（人）

効 率 性

A　効率性が高い

救急救命士の高度救命処置に対する知識・技術が強く求められおり、
救命士個人の精神的負担も大きい。

医療機関関係者との情報交換、交流等により、技術面だけでなく、精神
的なアドバイスややりがいなども学ぶことができる。

その他

A　 計画どおり事業を進めることが適当



（様式2）

平成２２年度　事務事業評価シート 部署名 消防本部 0 No 2

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

4 市民が安心して暮らせる環境づくり 2 救急・救助体制の充実 1 救急体制の充実

事業名 ＡＥＤステーションの設置・促進事業

予算費目
款 9 消防費 項 1 消防費 目 1 常備消防費

細　目 1 常備消防業務 細々目 1 常備消防業務 会計種別 一般会計

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （消防組織法　） 予算種別 継続 経常

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

救命率向上のため、病院前救護体制の一
方策として「山口県救急業務高度化推進
協議会」が県内消防本部に「救急ステー
ション認定制度」の拡充を求めている。
また、救急隊の支援や定期救急訓練など
の一定要件を満たす「ＡＥＤ設置認定ス
テーション」として、多数利用者の事業
者に対する安心安全な環境づくりを推進
することが市民からも求められている。

不特定多数利用施設「ＡＥＤ設置救急ス
テーション」として認定していくことに
より、急病や事故等の不慮の救急事故か
ら市民の生命・身体・財産を災害等から
迅速に守ることができる。

救急隊の支援や定期救急訓練、救命講
習受講率などの一定要件を定め、この
要件を満たす事業所を「ＡＥＤ設置救
急ステーション」として認定する。１
年ごとに要件の検証をし、継続更新す
る。

活動指標 成果指標
成果指標
の到達度
（B/A）新規認定事業所数 認定事業所の継続更新数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
100

予算現額（千円）

(      )

決算額（円）

１（施設） １（施設） 22（施設） 22（施設）
％

2 DO

地 方 債

歳出 予算現額（千円） 決算額（円） 歳入

支
出
内
訳

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 (      )

県 支 出 金 (      )

そ の 他 (      )

合　　　計 0 0

一 般 財 源 (      )

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.1 628,000

合　　　計 0 0

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
A　目標どおり達成してい

る

4 ACTION
課 題 改 善 策

宇部市が現在実施している継続更新についての要件の検証方法が異
なるため、消防広域化により格差が生じる恐れがある。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

B　 事業の実施方法やコスト等について改善する検討が必要

その他



（様式2）

平成２２年度　事務事業評価シート 部署名 消防本部 0 No 3

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

4 市民が安心して暮らせる環境づくり 2 救急・救助体制の充実 1 救急体制の充実

事業名 医療機関との連携強化事業

予算費目
款 9 消防費 項 1 消防費 目 1 常備消防費

細　目 1 常備消防業務 細々目 1 常備消防業務 会計種別 一般会計

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　消防組織法　　　） 予算種別 継続 経常

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

救急救命士の処理範囲拡大等の救急業務
高度化に伴う、医療機関との指示体制連
携及び増大の一途をたどる救急需要対策
としての受入医療機関確保並びに救急救
命士等の質の確保等、救急行政遂行上、
医療機関との連携強化が必要である。

救急業務の更なる高度化により市民の生
命・身体・財産を災害等から迅速に守る
ことができる。

山口県救急業務高度化推進協議会 宇
部・小野田・萩地区メディカルコント
ロール協議会 市内二次病院との調整
会議

活動指標 成果指標
成果指標
の到達度
（B/A）医療機関等との調整会議 医療機関等との調整会議

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
100

予算現額（千円）

(      )

決算額（円）

13（回） 13（回） 13（回） １３（回）
％

2 DO

地 方 債

歳出 予算現額（千円） 決算額（円） 歳入

支
出
内
訳

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 (      )

県 支 出 金 (      )

そ の 他 (      )

合　　　計 0 0

一 般 財 源 (      )

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.05 314,000

合　　　計 0 0

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
A　目標どおり達成してい

る

4 ACTION
課 題 改 善 策

消防広域化によって、救急消防体制における不公平感について、市民
から疑問・不安があがる可能性がある。

各協議会を通じて山陽小野田市民病院・山口労災病院等、さらには宇
部市内の２次医療機関とも現在以上に連携を密にし、救命士再教育等
を通じ連携を深め、宇部市と山陽小野田市の格差が生じないようにす
る。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　 計画どおり事業を進めることが適当

その他



（様式2）

平成２２年度　事務事業評価シート 部署名 消防本部 0 No 4

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

4 市民が安心して暮らせる環境づくり 2 救急・救助体制の充実 1 救急体制の充実

事業名 救急講習事業

予算費目
款 9 消防費 項 1 消防費 目 1 常備消防費

細　目 1 常備消防業務 細々目 1 常備消防業務 会計種別 一般会計

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （消防組織法　） 予算種別 継続 臨時

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

救命率向上のため、病院前救護体制とし
て、一般市民による応急手当が極めて重
要である。この応急手当に受講者数は年
間1,000人以上であり、講習に必要な訓
練人形がゴム製であるため汚損・破損が
著しく講習に支障が及んでいるため、更
新が必要である。さらにＡＥＤ（自動体
外式除細動器）の普及に伴い、ＡＥＤト
レーナーの更新も必要である。

市民が不慮の事故に対する応急手当の正
しい知識と行動を知る。市民による初期
の応急手当がなされることによって、救
命率の向上が期待できる。

各種救急講習を開催（定期講習会・出
前講習会）
・普通救命講習Ⅰ
・普通救命講習Ⅱ
・上級救命講習
・応急手当普及員講習
・一般救急講習

活動指標 成果指標
成果指標
の到達度
（B/A）救命講習会等実施予定回数 救命講習会のべ受講者数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
93.6

予算現額（千円）

(      )

決算額（円）

50（回） ９３（回） 860（人） 805（人）
％

2 DO

地 方 債

歳出 予算現額（千円） 決算額（円） 歳入

支
出
内
訳

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 (      )

県 支 出 金 (      )

そ の 他 (      )

合　　　計 0 0

一 般 財 源 (      )

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.35 2,198,000

合　　　計 0 0

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
A　目標どおり達成してい

る

4 ACTION
課 題 改 善 策

講習に必要な訓練人形・ＡＥＤトレーナーの更新計画どおりに更新が実
施できていないため、これらが老朽化しており、普及啓発に支障が生じ
ている。

平成２４年４月１日から宇部市と組合消防になるため、更新計画を見直
し、必要数の計画を立て直す。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　 計画どおり事業を進めることが適当

その他



（様式2）

平成２２年度　事務事業評価シート 部署名 消防本部 0 No 5

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

4 市民が安心して暮らせる環境づくり 2 救急・救助体制の充実 1 救急体制の充実

事業名 高規格救急自動車整備事業

予算費目
款 9 消防費 項 1 消防費 目 1 常備消防費

細　目 1 常備消防業務 細々目 9 消防車両整備事業 会計種別 一般会計

事務区分　(根拠法令) 法定受託事務 （消防組織法　） 予算種別 継続 臨時

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

救急自動車は、年間救急発生件数の増加
に伴い、車両及び積載資機材の劣化が著
しく、救急走行を行う救急活動に支障を
来たすおそれがある。このため市民の
「安心・安全」を確保するとともに、高
度化する救急資機材整備により救命率の
向上が求められている。

消防職員（救急隊員）の安全と救急活動
の高度化により、市民の生命・身体・財
産を災害等から迅速に守ることができ
る。

高規格救急自動車及び高度救命処置用
資機材の更新配備。

活動指標 成果指標
成果指標
の到達度
（B/A）車両整備計画 更新配備した車両（高規格救急自動車）

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
100

予算現額（千円）

(      )

決算額（円）

100（％） 100（％） １００（％） 100（％）
％

2 DO

地 方 債

歳出 予算現額（千円） 決算額（円） 歳入

支
出
内
訳

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 (      )

県 支 出 金 (      )

そ の 他 (      )

合　　　計 0 0

一 般 財 源 (      )

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0 0

合　　　計 0 0

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
A　目標どおり達成してい

る

4 ACTION
課 題 改 善 策

平成２４年４月１日から組合消防になるが、車両更新計画どおりの更新
がされない場合、宇部市と山陽小野田市の車両更新頻度に格差が生じ
る恐れがある。

宇部市と山陽小野田市に格差が生じないよう、更新計画通りに車両更
新を実施する。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　 計画どおり事業を進めることが適当

その他



（様式2）

平成２２年度　事務事業評価シート 部署名 消防本部 0 No 6

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

4 市民が安心して暮らせる環境づくり 2 救急・救助体制の充実 1 救急体制の充実

事業名 新型インフルエンザ対策事業

予算費目
款 9 消防費 項 1 消防費 目 1 常備消防費

細　目 1 常備消防業務 細々目 9 常備消防業務 会計種別 一般会計

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （消防組織法） 予算種別 継続 臨時

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

新型インフルエンザパンデミック期にお
けいて救急隊員の感染防止を図るため、
感染防護衣、ゴーグル、手袋等ディスポ
（使い捨て）の感染防護衣一式を必要数
配備する。

新型インフルエンザパンデミック期にお
いて当市の資産では、入院患者が８週間
で１,０４７人に上り、通常の救急患者
と合算すると１,４５０人もの救急搬送
患者が発生する可能性がある。このため
３名の救急隊員全員が感染防護衣を着装
して出場するため、４,５００セットの
配備を行う。

感染防護衣セット
1,500人×3人=4,500セットを５ケ年計
画で配備する。救急隊員の感染防止を
図り、救急体制の継続を図る。

活動指標 成果指標
成果指標
の到達度
（B/A）平成２２年度配備数 最終配備セット数

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）
66.7

予算現額（千円）

(      )

決算額（円）

1,000（セット） 1,000（セット） 4,500（セット） 3,000（セット）
％

2 DO

地 方 債

歳出 予算現額（千円） 決算額（円） 歳入

支
出
内
訳

需用費 1,000 966,000

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 (      )

県 支 出 金 (      )

966,000

そ の 他 (      )

合　　　計 1,000 966,000

一 般 財 源 (100%) 1,000

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.05 314,000

合　　　計 1,000 966,000

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い A　有効性が高い A　効率性が高い
A　目標どおり達成してい

る

4 ACTION
課 題 改 善 策

平成２４年４月１日から組合消防になるため、宇部市・山陽小野田市両
市での新型インフルエンザパンデミック期における救急搬送患者予測
が必要となり、配備セット数が変更となる可能性がある。

宇部市の配備現数を確認して実数を把握し、両市合わせて組合消防と
しての配備計画の見直しを行う。

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

C　 事業の抜本的な見直し又は休止・廃止の検討が必要

その他



（様式2）

0

有 効 性

救助体制の充実4 2 2市民が安心して暮らせる環境づくり 救急・救助体制の充実

予算現額（千円）

1

常備消防費

予算種別

No

中項目（施策） 小項目（基本事業）

1消防費 目

3 CHECK

0
人 件 費 概 算

人件費（円）

合　　　計

（
割
合

）

財
源
内
訳

(      )

県 支 出 金支
出
内
訳

消防本部

2 DO

平成２２年度　事務事業評価シート

施策体系

事業の内容（対象・目的・意図）

部署名

事業実施の手段・手順

項 1

0

そ の 他

成 果 指 標 の 達 成 度

会計種別

臨時

％

100

成果指標
の到達度
（B/A）

成果指標

9 消防車両整備事業 一般会計

大項目（政策）

事業名 救助工作車・器材整備事業

予算費目
款 9 消防費

常備消防業務細　目 細々目

消防職員（救助隊員）の安全と救助活動
能力向上により、市民の生命・身体・財
産を災害等から迅速に守ることができ
る。

消防職員（救助隊員）が、各種の災害
による救助要請に迅速に対応し、市民
の生命・身体・財産を守る。
平成２２年度は車両更新なし。

継続

1 PLAN

自治事務 （消防組織法）

1

事務区分　(根拠法令)

事業の背景（事業が始まった経緯、現況）

歳入

実績値B（単位）

活動指標

平成２２年度車両整備計画

目標値（単位）

0（台）

近年の都市化の進展等を背景に建築物の
高層化や特定防火対象物、危険物施設等
の増加に加え、テロやNBC災害等、救助
事象は複雑多様化の傾向にあり、より高
度な救助技術とともに新たな救助資機材
の整備が求められている。こうした社会
情勢下において本市の救助体制は万全と
は言えず、現有救助工作車の更新と救助
資機材整備が不可欠である。

0（台）

救助工作車整備台数

(      )

決算額（円）決算額（円）

(      )

実績値（単位） 目標値A（単位）

2（台）2（台）

(      )

歳出 予算現額（千円）

(      )

国 庫 支 出 金

地 方 債

効 率 性

A　効率性が高い
A　目標どおり達成してい

る
A　有効性が高い

宇部市と山陽小野田市に格差が生じないよう、更新計画通りに車両更
新を実施する。

課 題 改 善 策

0

一 般 財 源

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

その他

A　 計画どおり事業を進めることが適当

A　必要性が高い

0

合　　　計 0

必 要 性

事務事業の評価

人工数（人役）

4 ACTION

平成２４年４月１日から組合消防になるが、車両更新計画どおりの更新
がされない場合、宇部市と山陽小野田市の車両更新頻度に格差が生じ
る恐れがある。



（様式2）

No 2平成２２年度　事務事業評価シート 部署名 消防本部 0

施策体系

大項目（政策） 中項目（施策） 小項目（基本事業）

4 市民が安心して暮らせる環境づくり 2 救急・救助体制の充実 2 救助体制の充実

事業名 救助隊員教育訓練事業

予算費目
款 9 消防費 項 1 消防費 目 1 常備消防費

細　目 1 常備消防業務 細々目 1 常備消防業務 会計種別 一般会計

事務区分　(根拠法令) 自治事務 （　消防組織法　） 予算種別 継続 経常

市民の生命・身体の安全確保 山口県消防学校救助科
山口県消防学校高度レスキュー合同訓
練

９人／２３人

目標値（単位） 実績値（単位） 目標値A（単位） 実績値B（単位）

活動指標 成果指標
成果指標
の到達度
（B/A）派遣済消防職員数／救助隊員数（初任教育３年後） 派遣消防職員数／救助隊員数（初任教育３年後）

９人／２３人 ９人／２３人

1 PLAN
事業の背景（事業が始まった経緯、現況） 事業の内容（対象・目的・意図） 事業実施の手段・手順

社会環境の著しい変化に伴い、あらゆる
災害が複雑多様化し、特に高速道路の交
通事故、地震災害や水害、化学・毒物事
故等に対応できる救助隊員の高度な技術
習得が必要である。

100

支
出
内
訳

旅費 42

９人／２３人

2 DO
決算額（円）歳出 予算現額（千円） 決算額（円） 歳入

36,540

予算現額（千円）

％

需用費 31 32,925 県 支 出 金 (      )

(      )

地 方 債

役務費

負担金補助及び交付金 4 3,200

1 500 そ の 他

（
割
合

）

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

一 般 財 源 (100%) 78 73,165

(      )

(      )

合　　　計 78 73,165 合　　　計 78 73,165

A　有効性が高い A　効率性が高い
A　目標どおり達成してい

る

人 件 費 概 算
人工数（人役） 人件費（円）

0.05 314,000

事 業 の 方 向 性 （ 一 次 評 価 ）

A　

3 CHECK

事務事業の評価

必 要 性 有 効 性 効 率 性 成 果 指 標 の 達 成 度

A　必要性が高い

その他

4 ACTION
課 題 改 善 策

近年の救助活動は、国民保護法の制定、ＮＢＣ災害への対応、緊急消
防援助隊への派遣活動など全国規模の災害対応へと大規模化かつ特
殊化してきている。

引き続き、救助科への派遣を継続していく。

計画どおり事業を進めることが適当


